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定時株主総会 開会宣言

代表取締役社長執行役員

野澤 哲夫
のざわ  てつお



会議の目的

１．第103期（2025年4月1日から2026年3月31日まで）
事業報告、連結計算書類ならびに会計監査人及び
監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第103期（2025年4月1日から2026年3月31日まで）
計算書類報告の件

報
告
事
項



会議の目的

決
議
事
項

第１号議案
剰余金処分の件
第２号議案
取締役（監査等委員である取締役を除く。）７名選任の件
第３号議案
監査等委員である取締役２名選任の件
第４号議案
補欠の監査等委員である取締役２名選任の件



議決権状況の報告

議決権を有する株主数

議決権の数

5,476名

206,734個



監査報告



監査報告

常勤監査等委員

森 隆浩
もり  たかひろ



報告事項



報告事項

代表取締役専務執行役員

浦野 正美
うらの  まさみ



事業報告/連結計算書類
招集ご通知 19-35頁/36-37頁



業績の報告

275,006 273,975 284,552
292,191

第100期
（2023年3月期）

第101期
（2024年3月期）

第102期
（2025年3月期）

第103期
（2026年3月期）

売上高
（単位：百万円）

過去最高



業績の報告

6,719
7,293 7,191

8,162

2023年
3月期

2024年
3月期

2025年
3月期

2026年
3月期

6,194 6,478 
6,015 

6,568 

2023年
3月期

2024年
3月期

2025年
3月期

2026年
3月期

6,136 6,479 6,817
7,673

2023年
3月期

2024年
3月期

2025年
3月期

2026年
3月期

営業利益

経常利益 親会社株主に帰属
する当期純利益

（単位：百万円）

過去最高

過去最高 過去最高



業績の報告

売上高・営業利益・経常利益・親会社株主に帰属する当期純利益

いずれも過去最高を更新

第三次中期経営計画の最終年度目標も達成



業績の報告

鉄鋼
175,823百万円

非鉄金属
40,657百万円

電子事業
52,689百万円

ライフ営業
11,498百万円

機械・工具
6,254百万円

営業開発
5,267百万円

（単位：百万円）

事業別
セグメント
売上高



セグメント変更について

全国規模の拠点を活かした地域密着型のサービスを展開し
産業の基盤を支えます鉄鋼事業

地金から新素材まで多様な商材を供給し、お取引先様の付加価値
創造に貢献します非鉄金属事業

機械設備や工具販売を通して、生産性向上に寄与する
ソリューションを提案します機械･工具事業

自社商品を中心に、日々の暮らしをより豊かにする価値ある
企画・提案を行いますライフ営業事業

お取引先様が抱える環境問題や労働課題に対し、最適な
ソリューションを提案します営業開発事業

海外連結子会社を中心として、海外での事業展開を強化しながら
事業領域の拡大を目指します海外グループ事業

通信インフラや半導体分野を軸に時代が求める最新技術を追求
しながら、お取引先様への提案を積極的に展開します電子事業

鉄鋼事業

非鉄金属事業

電子事業

機械･工具事業

ライフ営業事業

営業開発事業

変更前 変更後

新設

2027年3月期より「海外グループ事業」を新設し、6セグメント→7セグメントに変更
海外拠点における「成長性」と「収益性」の向上を目指しながら、企業価値を高めてまいります



下請代金支払遅延等防止法に基づく勧告及び指導について

 2025年4月21日に公正取引委員会より勧告及び
指導を受ける

 全役員及び全従業員へ周知徹底
 社内規定の整備及び法改正に関する教育等を実施

今後も継続的な研修の実施、社内のチェック体制の
強化、モニタリングの実施等を通じて、再発防止に
努め、法令順守を徹底してまいります。



設備投資の状況

設備投資の総額 23億2,400万円

鉄鋼事業の事業用建物の取得等



資金調達の状況

短期借入金 純増額 86億1,400万円

長期借入金 返済額 45億1,100万円



対処すべき課題
招集ご通知 24頁



対処すべき課題

 国内外のグループ拠点に販売体制を強化
 M&A等により販売地域を拡大
 軽量化や持続性を高める商材の取り扱いを強化
 中国・東南アジア・南アジア地域での営業拠点
の充実および各現調化への対応

③鉄鋼事業



対処すべき課題

 国内外のグループ拠点に販売体制を強化
 M&A等により販売地域を拡大
 海外調達先との関係を強化、脱炭素や軽量化
商材の拡販

 アルミ等水平リサイクル販売を推進

④非鉄金属事業



対処すべき課題

 高機能材等の注力商材の取り扱いを強化
 国内外の拠点を活かしながらグループ全体での
拡販を推進

 国内拠点の倉庫拡充や海外グループ拠点の体制
を強化

⑤電子事業



対処すべき課題

 オリジナルブランド商品開発
 海外生産による低価格商品開発
 国内の地域活動拠点と販売網の再編
 各販売チャンネルへの拡販活動を推進

⑥ライフ営業事業



対処すべき課題

 大口顧客に注力しながら、選択と集中を重視
した営業活動を推進

 設備メーカーやエンジニアリング企業との
関係性を強化

 省人化やロボット自動化等の需要を見据えた
営業活動に注力

⑦機械・工具事業



対処すべき課題

 環境配慮型商材の販売
 各セグメントのユーザーが取り扱う製品の販売
等に取り組む

 国内の拠点網を活かしながら販売活動を推進
 社内の工事管理体制や仕入れ先との関係を強化

⑧営業開発事業



決議事項
招集ご通知 ６-18頁



第１号議案 上程

剰余金処分の件
招集ご通知 ６頁



第１号議案 剰余金処分の件

当社普通株式１株につき 金 44円
配当総額  911,197,804円
中間配当金 38円  年間 82円

期末配当に関する事項



第２号議案 上程

取締役（監査等委員である
取締役を除く。）７名選任の件

招集ご通知 ７‐11頁



第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）
７名選任の件

1 野澤 哲夫 5 秋元 雅行

2 浦野 正美 6 大栗 育夫

3 須賀 和徳 7 佐藤 元

4 伊藤 明彦

再任 社外 独立

新任

再任

再任

再任

再任

再任

社外 独立



第３号議案 上程

監査等委員である取締役
２名選任の件

招集ご通知 12‐15頁



第３号議案 監査等委員である取締役２名選任の件

1 森 隆浩

2 杉山 涼子

再任 社外 独立

再任 社外 独立



第４号議案 上程

補欠の監査等委員である取締役
２名選任の件

招集ご通知 17‐18頁



第４号議案 補欠の監査等委員である取締役２名選任の件

1 坂尾  栄治

2 越智 多佳子



ご質問
① 議長が指名いたします。
② 指名されましたら会場中央スタンドマイクまで
お越しください。

・はじめに「出席番号」をお知らせください。
・お一人様１回につき１問、内容を簡潔にまとめてご発言ください。



第１号議案 採決

剰余金処分の件
招集ご通知 ６頁



第２号議案 採決

取締役（監査等委員である
取締役を除く。）７名選任の件

招集ご通知 ７‐11頁



第３号議案 採決

監査等委員である取締役
２名選任の件

招集ご通知 12‐15頁



第４号議案 採決

補欠の監査等委員である取締役
２名選任の件

招集ご通知 17‐18頁



佐藤商事株式会社
第103期

定時株主総会
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